産業医の資格

平成14年11月18日更新

平成８年の労働安全衛生法改正により、産業医となるべき資格要件が定められました。 
労働安全衛生法第13条に産業医についての記述がありますが、その第２項には『産業医は、労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識について厚生労働省令で定める要件を備えた者でなければならない』とあります。 

具体的には、労働安全衛生規則第１４条第２項に書いてあります。
すなわち、医師であることはもちろんですが、次のいずれかの要件を満たしている必要があります。 

1. 厚生労働大臣の定める研修を修了していること。
現在、 

i. 日本医師会産業医学基礎研修 

ii. 産業医科大学産業医学基本講座

の２つが認められています。 

2. 労働衛生コンサルタント試験に合格した者で、試験区分が「保健衛生」である者。 

3. 大学において労働衛生に関する科目を担当する教授、助教授または常勤の講師である者、またはかつてあった者。 

4. 平成10年9月末の時点で、産業医としての経験が３年以上である者。 

専門とする臨床科、研究分野、研究歴や臨床経験に関係なく、資格認定が行われています。
日本医師会認定産業医制度について
2003年7月25日掲載
　日本医師会産業医学基礎研修を修了していることが産業医資格のひとつになっています。ここでは、日本医師会認定産業医制度について、日本医師会の『産業医学研修手帳』より抜粋して説明します。 
制度の目的（抜粋） 

　日本医師会は、産業医の資質向上を図り、地域保健活動の一環である産業医活動を推進するために、所定のカリキュラムに基づく産業医学基礎研修（実地研修を含む）を修了した医師、または、それと同等以上の研修を修了したと認められる医師に日本医師会認定産業医の認定証を交付します。
　また、この認定証は、５年ごとに、所定の産業医学生涯研修を修了した医師について更新ができます。 

基礎研修 

研修会の開催
都道府県医師会、あるいは複数の都道府県医師会が合同で基礎研修会を開催します。また、郡市区医師会や教育機関、学会等が日本医師会に申請して認められる基礎研修会もあります。
基礎研修会への参加を希望される方は、都道府県医師会、郡市区医師会、産業保健推進センター、日本産業衛生学会、その他の団体からのお知らせにご注意ください。 

基礎研修の内容 

1. 前期研修：入門的な内容です。

2. 実地研修：実習・見学等です。
主に職場巡視などの実地研修、環境測定実習や映画を見るなどの実務的研修です。
多くの場合工場見学などが企画されますが、最近は座学であってもその内容が実務的なものであれば、実態に合わせて「実地研修」とされているようです。 

3. 後期研修：地域の特性を考慮した実務的・やや専門的・総括的な内容です。 

研修手帳
研修手帳には受講単位の記載をして証明印を押す欄があります。最初に受講者は、都道府県医師会からこの手帳を交付され、受講単位の証明を受ける必要があります。
初めて研修会に参加した時に、申し出て交付される場合もありますが、主催者側が用意していない場合もあります。これから研修会に参加しようとする場合には、主催者に研修手帳の交付の用意があるかどうかの確認をしておくと良いかもしれません。研修会で交付されない場合には、都道府県医師会に申し出て交付してもらってください。
研修会に参加すると、実際には単位数が記され証明印が押されたシールが渡されます。これを手帳の指定された場所に貼ることになります。証明印は、研修会の開催日と証明した都道府県医師会を特定できるようなものになっています。 

申請から登録まで 

資格
新たに認定産業医の称号を申請する医師で、次のいずれかの要件を満たしていることになります。日本医師会の会員であるかどうかは問われません。 

4. 都道府県医師会などが実施する基礎研修50単位以上を修了していること。
ただし、前期研修は14単位以上、実地研修は10単位以上、後期研修は26単位以上必要です。 

5. 産業医科大学産業医学基本講座を修了していること。 

手続き
次の３つの書類に審査・登録料を添えて所属の都道府県医師会に提出します。医師会員でない場合には、勤務地の都道府県医師会に提出します。
(1) 認定産業医認定申請書
(2) 医師免許証の写（医師会員の場合は不要です）
(3) 研修記録 

審査
申請書が提出されると、都道府県医師会で申請者の基礎研修受講状況等が審査されます。問題なければ都道府県医師会長が日本医師会に推薦し、審査の後、日本医師会長名で認定証が交付されます。 

登録
認定証が交付されると、認定産業医登録台帳に登録されます。有効期間は５年間で、これを過ぎると無効となります。引き続き資格を継続するためには更新の手続きが必要です。
申請書の内容が登録されているようですが、住所等、登録事項に変更があった場合には、都道府県医師会を通じて日本医師会に届け出る必要があります。 

更新 

趣旨（抜粋）
　認定産業医制度が社会的に活用されるためには、常に認定産業医の資質の維持向上を図ることが重要であり、そのための生涯研修を受講した認定産業医は認定証の更新ができます。 

生涯研修会の開催
日本医師会では産業医学講習会を毎年１回日本医師会館で開催しています。この受講者は労働衛生コンサルタント（保健衛生）の筆記試験が免除となります。
その他都道府県医師会、郡市区医師会、教育機関、学会等が開催する生涯研修会があります。開催日程は日本医師会雑誌、日医ニュース等に掲載されますし、主催する医師会、学会、産業保健推進センターなどから機関誌等を通じて連絡されます。 

生涯研修の内容
6. 更新研修：労働衛生法規の改正、社会的環境の変化や作業態様の変ぼうなどにより、必要に応じ適時研修します。 

7. 実地研修 

8. 専門研修：地域の特性を考慮した実務的・専門的・総合的な内容です。 

資格と手続き
資格を維持するためには５年ごとに更新申請が必要です。
ただし、更新するためには５年間の生涯研修で、更新研修、実地研修、専門研修のそれぞれが１単位以上、合計20単位以上を修得していることが必要です。
更新の手続きには、(1) 認定産業医更新申請書と(2) 研修記録に審査・登録料を添えて所属の都道府県医師会に提出します。医師会員でない場合、勤務先の都道府県医師会に提出します。 

審査と登録
新規の認定と同じです。 

問い合わせ先 

所属医師会、または勤務地の都道府県医師会に問い合わせてください。
日本医師会認定産業医制度に関する各種申請手続きの窓口は、都道府県医師会になります。 
産業医の職務

産業医の職務は労働安全衛生規則（安衛則）第１４条に規定されています。 

1. 健康診断の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関すること 

2. 作業環境の維持管理に関すること 

3. 作業の管理に関すること 

4. その他、労働者の健康管理に関すること 

5. 健康教育、健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るための措置に関すること 

6. 衛生教育に関すること 

7. 労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること 

　多くの参考書では以上の各項が産業医の職務であるとされていますが、安衛則を見ると「．．．次の事項で医学に関する専門的知識を必要とするものとする」とされ、上記７項目が掲げられています。
　つまり、「医学に関する専門的知識」が不要な件については、産業医の意見があっても黙殺あるいは無視される可能性があります。法律の条文を理解し、このように考える事業者あるいは担当者は稀ではありますが、我々産業医はこの件をふまえて、「医学に関する専門的知識」に基づいた意見・助言なり、勧告なりを行うようにしなければなりません。
　逆に「専属産業医」となって常勤する場合、上のそれぞれの項目についての業務を広い範囲で（業務命令として）担当させられる場合が想定できます。この場合も産業医としての本来の機能を十分に果たせるように、産業看護職、衛生管理者等のスタッフを活用して業務分担していくことが必要です。 
職場巡視

　安衛則第１５条第２項に「事業者は産業医に．．．（少なくとも毎月１回の職場巡視を）なし得る権限を与えなければならない」とあり、産業医の選任があったということは自動的にこの権限を事業主から与えられたということになります。産業医の職場巡視を妨げるようなことがあるとすれば、労働安全衛生法違反（第１３条）となります。
　安衛則第１５条第１項には産業医は「少なくとも毎月１回は職場巡視をすること」が義務づけられています。その結果「作業方法又は衛生状態に有害のおそれがあるときは、直ちに、労働者の健康障害を防止するための必要な措置を講じなければならない」ことになっています。産業医が職場巡視をしない場合には、契約不履行となります（産業医契約に明文化されていなくても毎月１回以上の職場巡視は法定事項であり、契約内容とみなされます）。その場で契約解除、あるいは次回の契約更新はないということになります。嘱託産業医の場合には、必ず毎月１回は事業上に出向き、担当者と問題の有無について相談するようにしましょう（事務所も巡視の対象職場です）。
　さて「労働者の健康障害を防止するための必要な措置」ということになりますが、実際にこの措置を行うのは事業者であり産業医ではありません。産業医が講じるべき「措置」とは衛生管理者や職場の管理監督者への「指導・助言」であり、事業者への「勧告」ということになります。この「勧告」については別項目を下に用意しました。事業者はこの勧告等に基づいて、実際の「必要な措置」を講じることになります。 
産業医の勧告権

　労働安全衛生法（安衛法）第１３条第３項「産業医は、労働者の健康を確保するために必要があると認めるときは、事業者に対し、労働者の健康管理等について必要な勧告をすることができる」とされており、産業医の勧告権を保証しています。また、労働安全衛生規則（安衛則）第１４条第３項に「産業医は．．．総括安全衛生管理者に対して勧告し、又は衛生管理者に対して指導し、若しくは助言することができる」とされています。
　勧告した結果、事業者がそれに基づいた措置を実行するかどうかは別問題です。これは「経営判断」によりますので、重要な事項を勧告する場合には、重要性が理解できるような十分な情報を理解できる形で提示する必要があります。安衛法第１３条第４項には「事業者は、前項の勧告を受けたときは、これを尊重しなければならない」とありますが、あくまで『尊重』ということであり『遵守』という意味ではありません。
　勧告内容は事業者にとっては非常に都合の悪いこともあります。場合によっては事業主のメンツを潰してしまうようなこともあるかもしれません。しかし実際に労働災害が起こることを考えると、産業医の勧告を尊重することによって「事業場の危機管理」ができる場合もあります。勧告は是非とも『思いやりをもって、しかし厳密な形で』実施してください。安衛法第１４条第４項には、勧告等をおこなった産業医を保護する規定があります。すなわち、「事業者は、産業医が．．．勧告をしたこと又は．．．勧告、指導若しくは助言をしたことを理由として、産業医に対し、解任その他不利益な取り扱いをしないようにしなければならない」とあります。
産業医報酬について
2002年12月26日掲載
　産業医、特に非常勤の嘱託産業医の報酬額については、依頼する事業場、依頼を受ける産業医とも分からないことが多く、双方とも不利益を被ることが多いように感じます。都道府県医師会あるいは郡市区医師会の中には「標準額」を明確に定め判断の基準に供しているところもあります。標準額は決まっていないけれども実際に支払われている報酬額の調査をしている医師会もありました。
　そこで、ある医師会の産業医報酬の「標準額」をご紹介します。 
Ａ県医師会の場合 

月額基本嘱託料と企業内職員数 

	100人未満
	30,000円以上

	100人以上200人未満
	50,000円以上

	200人以上300人未満
	60,000円以上

	300人以上400人未満
	70,000円以上

	400人以上500人未満
	80,000円以上

	500人以上1,000人未満
	100,000円以上


健康診断 

定期：１人につき当該医療機関で標榜する再診料に準ずる（検査料は別）
雇入：１人につき当該医療機関で標榜する初診料に準ずる（検査料は別）
臨時：１人につき当該医療機関で標榜する初診料に準ずる（検査料は別）
特殊・精密：当該医療機関で標榜する健康保険点数に準ずる 
その他の事項 

出務手当：１回につき10,000円以上
定期検診立会：１人につき再診料に準ずる
危険手当：安衛則第１３条第１項２号に該当する事業場の場合検討
その他：その他産業医活動としての必要事項が生じた場合には「出務手当」に準ずる 
防疫措置 

予防接種（接種液、接種器具代を含まない）：各郡市区医師会の慣行料金に準ずる 
文書料 

診断書、意見書については各医療機関における特殊診断書の慣行料金に準ずる 
Ｂ県医師会の場合 

1. 産業医報酬（月額）：100人以下の場合５万円以上、従業員100人増えるごとに15,000円加算 

2. 臨時出務手当：１回20,000円以上 

3. 雇入時健康診断料：積算健康保険点数を基準とする 

4. 定期健康診断料：積算健康保険点数を基準とする 

5. その他の健康診断料：積算健康保険点数を基準とする 

　
専属産業医が他の事業場の非専属産業医を兼務することについて

基発　第２１４号、平成９年３月３１日

　産業医の選任義務のある事業場における産業保健活動を推進するに当たっては、産業医を中心とした活動が必要不可欠であるが、特に、構内下請事業場等においては、労働態様の類似性等を勘案すると、元請事業場の指導援助の下に産業保健活動を行うことが効率的又は効果的な場合もある。
　具体的には、元請事業場等に選任されている専属の産業医（以下「専属産業医」という。）が、当該元請事業場の下請事業場等のうち、産業医の選任を要する事業場（専属産業医の選任を要する事業場を除く。以下「非専属事業場」という。）の産業医を兼務し、当該専属産業医を中心に産業保健活動を行うことにより、非専属事業場の産業保健活動の活性化を期待できる場合もある。
　このようなことから、今般、元請事業場等の専属産業医がその職務の遂行に支障を生じない範囲内において、非専属事業場の産業医を兼ねても差し支えない場合の要件を下記のとおり定めたので、関係者への周知を図るとともに、その運用に遺漏のないようにされたい。

記


　専属産業医が非専属事業場の産業医を兼務することができる場合は、以下のすべての要件に該当するものとする。 

1. 専属産業医の所属する事業場と非専属事業場とが、［１］地理的関係が密接であること、［２］労働衛生に関する協議組織が設置されている等労働衛生管理が相互に密接し関連して行われていること、［３］労働態様が類似していること等、一体として産業保健活動を行うことが効率的であること。 

2. 専属産業医が兼務する事業場の数、対象労働者数については、専属産業医としての趣旨を踏まえ、その職務の遂行に支障を生じない範囲内とすること。 

3. 対象労働者の総数については、労働安全衛生規則第１３条第１項第３号の規定に準じ、３千人を超えてはならないこと。

記録の保存


健康診断
5年


その他

3年

